
別添(別記様式第２号) 

- 1 -

浜の活力再生広域プラン 

令和５～９年度 

第２期  

１ 広域水産業再生委員会 

組織名 岩手県九戸地区広域水産業再生委員会 

代表者名 会長 川戸道 達三（久慈市漁業協同組合 代表理事組合長） 

広域委員会の構成

員 

〇種市地域水産業再生委員会(種市漁業協同組合、洋野町漁業協同組合、小子内漁業協

同組合、洋野町) 

〇久慈地区地域水産業再生委員会(久慈市漁業協同組合、久慈市) 

〇野田地区地域水産業再生委員会(野田村漁業協同組合、野田地区漁業生産実行組合、

玉川漁業生産実行組合、野田養殖組合、野田漁友会、下安家漁業研究会、株式会社の

だむら、野田村) 

〇普代地区地域水産業再生委員会(普代村漁業協同組合、普代村) 

〇岩手県漁業協同組合連合会 

〇岩手県(県北広域振興局) 

オブザーバー 久慈川漁業協同組合、下安家漁業協同組合 

対象となる地域の

範囲及び漁業の種

類 

１ 対象となる地域 

岩手県洋野町管内（種市、洋野町、小子内浜漁協）、久慈市管内(久慈市漁協)、野田

村管内(野田村漁協)及び普代村管内(普代村漁協) 

２ 漁業の種類 

定置網漁業：大型定置 20ケ統（300人）、２共小型定置13ケ統（92人）（令和３年度

の漁業権行使状況調査）  

沿岸漁船漁業：かご漁業 329隻、固定式刺し網漁業 101隻、小型機船底ひき網漁業 61

隻、他 233隻（うち５トン以上 46隻）（令和３年 12月時点漁業許可件

数） 

養殖業：ワカメ養殖 93 人、コンブ養殖 99 人（餌用コンブ養殖含む）、ホタテガイ養

殖 21人、ホヤ養殖 14人（令和３年度浅海養殖施設調べ） 

２ 地域の現状 

(1) 地域の水産業を取り巻く現状等

〇 当地域は、岩手県沿岸の最北端に位置し、海岸線は、外洋に面した開放型の地形をしていることから、

潮通しの良い漁場が形成されている。 

〇 当地区沿岸では、秋サケを対象とした定置網漁業を中心に、タコかご漁業などの漁船漁業、アワビ・ウ

ニ等の採介藻漁業、ワカメやホタテガイ養殖などが営まれているほか、沖合では、いか釣り漁業やタラは

え縄漁業などが営まれている。 

〇 平成 30年の漁業経営体数は 643戸で、このうち、専業経営体は 137戸にとどまり、約８割が兼業である

ほか、販売金額 300 万円以下の経営体が約７割を占めるなど、小規模経営体が多い状況。漁業就業者数は

1,033人で、そのうち46％が 65才以上と、高齢化も進んでいる（平成 30年漁業センサス）。 

〇 近年の海洋環境の変化により、秋サケやスルメイカ資源の減少や、養殖ホタテガイのへい死が発生して
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いるほか、磯焼けの拡大によるアワビ・ウニ漁獲量の減少などが起きており、地域の漁業生産量は大きく減

少している。さらには、新型コロナウイルス感染症の拡大による水産物の需要の低下や流通の変化、原油価

格の高騰に伴う燃油や物価の高騰も生じており、漁協・漁業者の経営は厳しい状況にある。 

(2) その他の関連する現状等

〇 平成 23年３月 11日に発生した震災により、当地域の漁業生産基盤は甚大な被害を受けたが、様々な支援

により、漁船、養殖施設、漁港等の生産基盤は復旧した。 

〇 令和４年４月１日、洋野町内の３漁協（玉川浜漁協、戸類家漁協及び種市南漁協）が合併し、洋野町漁協

が誕生した。 

〇 令和３年 12月、宮城県仙台市から青森県八戸市までの三陸縦貫自動車道が全線開通しており、輸送時間の

短縮による大消費地への販路の拡大や、交流人口の増大が期待される。 

○ 令和４年 10月１日現在の地域人口は 52,174人と、10年前の平成 24年と比べ 14.3％、東日本大震災発災

前の平成 22年と比べ 16.5％減少しており、県全体の減少率（平成 24年比 9.4％、平成 22年比 11.2％）と

比べ、減少割合が高い。 

３ 競争力強化の取組方針 

(1) 機能再編・地域活性化に関する基本方針

① 前期の浜の活力再生広域プランの評価（成果及び課題等）
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② 今期の浜の活力再生広域プランの基本方針

〇 サケふ化放流事業の連携体制構築及びふ化場機能の集約化 

近年の海洋環境の変化によるサケの回帰資源の激減により、種卵の確保が困難になっていること、ふ化場

を運営する漁協経営が悪化していることから、サケ資源の回復は喫緊の課題と位置づけ、新たにふ化放流事

業の効率化や機能集約に取り組む。 

ア 種卵確保に係る連携の取組

・ 採卵用親魚の不足を補うため、関係漁協間の連携により、海産親魚（定置網で捕獲された親魚）の利
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用に取り組む。 

・ 種卵の過不足が生じた場合、地域内ふ化場間の種卵移出入調整を実施。

イ ふ化場機能の集約化

・ ふ化放流事業に要する経費と作業量の軽減のため、地域内ふ化場を受精卵から放流稚魚まで一貫した

生産を行う「拠点ふ化場」と、「拠点ふ化場」で１ｇまで生産した稚魚を放流まで飼育する「地域ふ化場」

に区分し、ふ化場機能の集約化に取り組む。

〇 漁協連携による磯焼け対策 

  近年、海水温の上昇により、磯焼けが進行し、アワビ・ウニ等の餌不足による漁獲量の減少しており、採

介藻漁業を主とする洋野町地区では、餌用海藻の確保が課題となっている一方、当地域南部地区（野田村、

普代村）では、漁業者の高齢化及び減少により未利用となっている養殖施設が増えてきており、この空き施

設を活用した餌料海藻の確保の取組を拡大させるため、前期に続いて取り組む。 

ア 空き施設を利用した餌料用コンブの生産及びアワビ・ウニへの給餌

〇 地域水産物のＰＲ活動の強化 

近年の若い世代を中心とした魚食離れや、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う水産物の需要の減少及

び流通形態の変化が生じていることから、前期プランから対象地域を拡充したうえで、ＳＮＳを活用した地

域水産物のＰＲ活動の強化に取り組む。 

ア ＳＮＳを活用したＰＲ活動の実施

・ ＳＮＳを活用し、漁業生産現場や水産物、水産加工品の情報を発信する。

(2) 中核的担い手の確保・育成に関する基本方針

① 前期の浜の活力再生広域プランの評価（成果及び課題等）
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② 今期の浜の活力再生広域プランの基本方針

〇 新規漁業就業者の確保 

漁業就業者の高齢化や減少により、漁業生産量が減少していることから、前期プランの取組を強化し、地

域内外から漁業就業希望者の確保に取り組む。 

ア 漁業就業に向けた機運醸成

・ 地域内の小学生から高校生を対象とした漁業体験の実施。

・ 漁業就業フェアでの地域漁業の紹介。

イ 新規漁業就業者の受入強化

・ 各市町村や漁協の支援策及び遊休資材の共有。

・ いわて水産アカデミーと協力した、新規漁業就業希望者の技術習得の支援。

〇 中核的担い手の育成 

  近年、海洋環境の変化により資源が減少していることから、引き続き、漁業生産の効率化や生産コストの

削減により、漁業所得の向上に取り組む。 

ア 漁業生産の効率化の取組支援

・ 低燃費型エンジンや自動選別機等の導入を支援。

(3) 資源管理に係る取組

 次の項目に掲げる資源管理に係る取組を履行・遵守することにより、当地区の漁業生産を持続的に維持発

展させ、その効果を担保する。 

【共通項目】 

① 岩手県漁業調整規則による操業期間、操業区域、漁獲サイズ等の遵守

② 資源管理計画又は資源管理協定（定置漁業、あわび漁業、いか釣り漁業等）の履行。

【養殖業及び採介藻漁業】 

① 区画漁業権および共同漁業権の管理と行使に関する必要な事項を定めた漁業権行使規則の遵守。

② 漁場改善計画（岩手県海区美しい海計画）に定める養殖施設台数や適正養殖可能数量等の遵守。

③ 各漁協や県漁連における漁期対策の遵守。

【漁船漁業】 

① 岩手海区漁業調整委員会指示による底はえ縄漁業の制限、さけ・ますの採捕制限の遵守。
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(4) 具体的な取組内容

① １年目(令和５年度)

取組内容 〇 サケふ化放流事業の連携体制構築及びふ化場機能の集約化 

ア 種卵確保に係る連携の取組

・ ふ化場所管漁協（洋野町、小子内浜、久慈川、下安家、普代村漁協をいう。以下同じ。）及

び定置網所管漁協（洋野町、小子内浜、久慈市、野田村、普代村漁協をいう。以下同じ。）は、

漁期前までに、連絡体制を構築し、漁期前半から海産親魚の利用に取り組む。

・ 県は、地域ふ化場内で種卵の過不足が生じた場合、ふ化場間の種卵移出入調整を行う。

イ ふ化場機能の集約化

・ ふ化場所管漁協は、岩手県さけ・ます増殖協会が開催する地域協議会において、拠点ふ化

場（安家川ふ化場、久慈川ふ化場）及び地域ふ化場（有家川、普代川ふ化場）の役割を確認。 

・ ふ化場所管漁協は、効率的なサケ稚魚生産に向け、ふ化場間の連携体制を構築する。

・ 県は、ふ化場の連携による効率的な稚魚生産に向け、技術指導を実施する。

〇 漁協連携による磯焼け対策 

ア 空き施設を利用した餌料用コンブの生産及びアワビ・ウニへの給餌

・ 小子内浜漁協及び野田村漁協は、10月ころに野田村漁協所属漁業者を交え、空き施設を活

用した餌料用コンブの生産計画を立て、野田村漁協は生産を実行する。

・ 洋野町及び野田村は、餌料用コンブの生産及び給餌に係る経費に対し支援する。

・ 県は、餌料用コンブの生産及びウニ漁場へ給餌について、技術的指導を行う。

〇 地域水産物のＰＲ活動の強化 

ア ＳＮＳを活用したＰＲ活動の実施

・ 久慈地域「海の幸」ＰＲ協議会（以下「ＰＲ協議会」という。）※は、各漁協からの情報を

基に、ＳＮＳを活用し、４市町村の漁業生産現場や水産物、水産加工品の情報を発信する。 

・ 県は、ＰＲ活動に要する経費を支援する。

※ ＰＲ協議会：九戸地域の漁協、市町村及び県を会員とする任意団体。

〇 新規漁業就業者の確保 

ア 漁業就業に向けた機運醸成

・ 県及び各漁協は、地域内の小学生から高校生を対象とした漁業体験を実施する。

・ 県漁連は、漁協と連携し、全国漁業就業フェアでの地域漁業を紹介する。

・ 各市町村は、県及び各漁協等と連携し、新規漁業就業者の協議会を開催し、新規漁業就業

に係る相談体制を整備する。 

イ 新規漁業就業者の受入強化

・ 各漁協は、県及び各市町村等と連携し、新規漁業就業者の受入体制を整備する。

・ 県は、県北地区漁業担い手対策協議会を開催し、地域内外の新規就業者受入支援策及び地

域内の遊休資材の確保状況を共有する。 

〇 中核的担い手の育成 

ア 漁業生産の効率化の取組支援

・ 各漁協は、所属する漁業者に事業を周知し、事業要望を集約する。
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・ 県漁連は、漁協の情報を基に、漁業者の低燃費型エンジンや自動選別機等の導入を支援。 

活用する

支援措置

等 

漁業経営セーフティーネット構築事業 

水産業競争力強化緊急事業 

水産業競争力強化緊急施設整備事業 

経営体育成総合支援事業 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業 

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業 

浜の担い手漁船リース事業 

水産業競争力強化金融支援事業 

 

② ２年目 (令和６年度) 

取組内容 〇 サケふ化放流事業の連携体制構築及びふ化場機能の集約化 

ア 種卵確保に係る連携の取組 

  ・ ふ化場所管漁協及び定置網所管漁協は、漁期前までに、前年度の取組の課題を整理し、

漁期前半から海産親魚の利用に取り組むほか、生産歩留まりの向上を検討する。 

  ・ 県は、地域ふ化場内で種卵の過不足が生じた場合、ふ化場間の種卵移出入調整を行う。 

イ ふ化場機能の集約化 

  ・ ふ化場所管漁協は、岩手県さけ・ます増殖協会が開催する地域協議会において、前年度

の取組の課題を整理し、課題解決に向けた拠点ふ化場及び地域ふ化場の役割を見直し、

効率的なサケ稚魚生産に取り組む。 

・ 県は、ふ化場の連携による効率的な稚魚生産に向け、技術指導を実施する。 

〇 漁協連携による磯焼け対策 

 ア 空き施設を利用した餌料用コンブの生産及びアワビ・ウニへの給餌 

  ・ 小子内浜漁協は、生産された餌料用コンブの投餌を実施するとともに、生産拡大に向

け、野田村漁協と次年度の生産計画を立て、野田村漁協はこれを実行する。 

  ・ 小子内浜漁協は、餌料用コンブの投餌状況について、洋野町と連携し、洋野町管内漁協

に情報提供を行う。 

  ・ 野田村漁協は、空き施設での餌料用コンブ養殖について、所属漁業者に働きかける。 

  ・ 洋野町及び野田村は、餌料用コンブの生産及び給餌に係る経費に対し支援する。 

  ・ 県は、餌料用コンブの生産及びウニ漁場へ給餌について、技術的指導を行う。 

〇 地域水産物のＰＲ活動の強化 

ア ＳＮＳを活用したＰＲ活動の実施 

  ・ ＰＲ協議会は、ＳＮＳの閲覧者数の状況を確認し、発信内容の見直しを行い、各漁協か

らの情報を基に、漁業生産現場や水産物、水産加工品の情報を発信する。 

  ・ 県は、ＰＲ活動に要する経費を支援するほか、発信内容の見直しを支援する。 

〇 新規漁業就業者の確保 

ア 漁業就業に向けた機運醸成 

  ・ 県及び漁協は、地域内の小学生から高校生を対象とした漁業体験を実施する。 

  ・ 県漁連は、漁協と連携し、引き続き、全国漁業就業フェアでの地域漁業を紹介する。 

  ・ 各市町村は、県及び各漁協等と連携し、新規漁業就業者の協議会を開催し、取組状況の

確認及び課題を整理のうえ、相談体制の強化を図る。 
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イ 新規漁業就業者の受入強化 

  ・ 各漁協は、県及び各市町村等と連携し、新規漁業就業者の意向を踏まえ、受入体制の強

化を図る。 

  ・ 県は、県北地区漁業担い手対策協議会を開催し、地域内外の新規就業者受入支援策及び

地域内の遊休資材の確保状況を共有する。 

〇 中核的担い手の育成 

 ア 漁業生産の効率化の取組支援 

・ 各漁協は、所属する漁業者に事業を周知し、事業要望を集約する。 

・ 県漁連は、引き続き、漁業者の低燃費型エンジンや自動選別機等の導入を支援する。 

活用する支

援措置 

漁業経営セーフティーネット構築事業 

水産業競争力強化緊急事業 

水産業競争力強化緊急施設整備事業 

経営体育成総合支援事業 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業 

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業 

浜の担い手漁船リース事業 

水産業競争力強化金融支援事業 

 

③ ３年目 (令和７年度) 

取組内容 〇 サケふ化放流事業の連携体制構築及びふ化場機能の集約化 

ア 種卵確保に係る連携の取組 

  ・ ふ化場所管漁協及び定置網所管漁協は、漁期前までに、前年度の取組の課題を整理し、

漁期前半から海産親魚の利用に取り組むほか、生産歩留まりの向上に取り組む。 

  ・ 県は、地域ふ化場内で種卵の過不足が生じた場合、ふ化場間の種卵移出入調整を行う。 

イ ふ化場機能の集約化 

  ・ ふ化場所管漁協は、岩手県さけ・ます増殖協会が開催する地域協議会において、前年度

の取組の課題を整理し、課題解決に向けた拠点ふ化場及び地域ふ化場の役割を見直し、

効率的なサケ稚魚生産に取り組む。 

・ 県は、ふ化場の連携による効率的な稚魚生産に向け、技術指導を実施する。 

〇 漁協連携による磯焼け対策 

 ア 空き施設を利用した餌料用コンブの生産及びアワビ・ウニへの給餌 

  ・ 小子内浜漁協は、生産された餌料用コンブの投餌を実施するとともに、生産拡大に向

け、野田村漁協と次年度の生産計画を立て、野田村漁協はこれを実行する。 

  ・ 小子内浜漁協は、餌料用コンブの投餌状況について、洋野町と連携し、洋野町管内漁協

に情報提供を行う。 

  ・ 野田村漁協は、空き施設での餌料用コンブ養殖について、所属漁業者に働きかける。 

  ・ 洋野町及び野田村は、餌料用コンブの生産及び給餌に係る経費に対し支援する。 

  ・ 県は、餌料用コンブの生産及びウニ漁場へ給餌について、技術的指導を行う。 

〇 地域水産物のＰＲ活動の強化 

ア ＳＮＳを活用したＰＲ活動の実施 

  ・ ＰＲ協議会は、ＳＮＳの閲覧者数の状況を確認し、発信内容の見直しを行い、各漁協か
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らの情報を基に、漁業生産現場や水産物、水産加工品の情報を発信する。 

・ 県は、ＰＲ活動に要する経費を支援するほか、発信内容の見直しを支援する。

〇 新規漁業就業者の確保 

ア 漁業就業に向けた機運醸成

・ 県及び漁協は、地域内の小学生から高校生を対象とした漁業体験を実施する。

・ 県漁連は、漁協と連携し、引き続き、全国漁業就業フェアでの地域漁業を紹介する。

・ 各市町村は、県及び各漁協等と連携し、新規漁業就業者の協議会を開催し、取組状況の

確認及び課題を整理のうえ、相談体制の強化を図る。

イ 新規漁業就業者の受入強化

・ 各漁協は、県及び各市町村等と連携し、新規漁業就業者の意向を踏まえ、受入体制の強

化を図る。

・ 県は、県北地区漁業担い手対策協議会を開催し、地域内外の新規就業者受入支援策及び

地域内の遊休資材の確保状況を共有する。

〇 中核的担い手の育成 

ア 漁業生産の効率化の取組支援

・ 各漁協は、所属する漁業者に事業を周知し、事業要望を集約する。

・ 県漁連は、引き続き、漁業者の低燃費型エンジンや自動選別機等の導入を支援する。

活用する支

援措置 

漁業経営セーフティーネット構築事業 

水産業競争力強化緊急事業 

水産業競争力強化緊急施設整備事業 

経営体育成総合支援事業 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業 

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業 

浜の担い手漁船リース事業 

水産業競争力強化金融支援事業 

④ ４年目 (令和８年度)

取組内容 〇 サケふ化放流事業の連携体制構築及びふ化場機能の集約化 

ア 種卵確保に係る連携の取組

・ ふ化場所管漁協及び定置網所管漁協は、漁期前までに、前年度の取組の課題を整理し、

漁期前半から海産親魚の利用に取り組むほか、生産歩留まりの向上に取り組む。

・ 県は、地域ふ化場内で種卵の過不足が生じた場合、ふ化場間の種卵移出入調整を行う。 

イ ふ化場機能の集約化

・ ふ化場所管漁協は、岩手県さけ・ます増殖協会が開催する地域協議会において、前年度

の取組の課題を整理し、課題解決に向けた拠点ふ化場及び地域ふ化場の役割を確認し、

効率的なサケ稚魚生産に向け、稚魚生産を実行する。

・ 県は、ふ化場の連携による効率的な稚魚生産に向け、技術指導を実施する。

〇 漁協連携による磯焼け対策 

ア 空き施設を利用した餌料用コンブの生産及びアワビ・ウニへの給餌

・ 洋野町管内漁協は、餌料用コンブ生産について、野田村漁協と協議し、野田村漁協は協

議に基づき餌料用コンブの生産に取り組む。
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・ 県は、餌料用コンブの生産及びウニ漁場へ給餌について、技術的指導を行う。

〇 地域水産物のＰＲ活動の強化 

ア ＳＮＳを活用したＰＲ活動の実施

・ ＰＲ協議会は、情報発信方法の見直しを行い、地域漁業の生産現場や水産物、水産加工

品の情報発信力の強化に取り組む。

・ 県は、ＰＲ活動に要する経費を支援するほか、発信方法の見直しを支援する。

〇 新規漁業就業者の確保 

ア 漁業就業に向けた機運醸成

・ 県及び漁協は、地域内の小学生から高校生を対象とした漁業体験について、内容の見直

しを行い、漁業就業への機運醸成効果を高めたうえで、引き続き、漁業体験を実施する。 

・ 県漁連は、漁協と連携し、引き続き、全国漁業就業フェアでの地域漁業を紹介する。

・ 各市町村は、県及び各漁協等と連携し、新規漁業就業者の協議会を開催し、取組状況の

確認及び課題を整理のうえ、相談体制の強化を図る。

イ 新規漁業就業者の受入強化

・ 各漁協は、県及び各市町村等と連携し、新規漁業就業者の意向を踏まえ、受入体制の強

化を図る。

・ 県は、県北地区漁業担い手対策協議会を開催し、地域内外の新規就業者受入支援策及び

地域内の遊休資材の確保状況を共有する。

〇 中核的担い手の育成 

ア 漁業生産の効率化の取組支援

・ 各漁協は、所属する漁業者に事業を周知し、事業要望を集約する。

・ 県漁連は、引き続き、漁業者の低燃費型エンジンや自動選別機等の導入を支援する。

活用する支

援措置 

漁業経営セーフティーネット構築事業 

水産業競争力強化緊急事業 

水産業競争力強化緊急施設整備事業 

経営体育成総合支援事業 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業 

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業 

浜の担い手漁船リース事業 

水産業競争力強化金融支援事業漁 

⑤ ５年目 (令和９年度)

取組内容 〇 サケふ化放流事業の連携体制構築及びふ化場機能の集約化 

ア 種卵確保に係る連携の取組

・ ふ化場所管漁協及び定置網所管漁協は、漁期前までに、前年度の取組の課題を整理し、

漁期前半から海産親魚の利用に取り組むほか、生産歩留まりの向上を達成する。

・ 県は、地域ふ化場内で種卵の過不足が生じた場合、ふ化場間の種卵移出入調整を行う。 

イ ふ化場機能の集約化

・ ふ化場所管漁協は、岩手県さけ・ます増殖協会が開催する地域協議会において、前年度

の取組の課題を整理し、課題解決に向けた拠点ふ化場及び地域ふ化場の役割を確認し、

効率的なサケ稚魚生産体制を構築する。
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・ 県は、ふ化場の連携による効率的な稚魚生産に向け、技術指導を実施する。

〇 漁協連携による磯焼け対策 

ア 空き施設を利用した餌料用コンブの生産及びアワビ・ウニへの給餌

・ 洋野町管内漁協は、生産された餌料用コンブの投餌を実施するとともに、次年度の餌料

用コンブ生産について、野田村漁協と協議し、野田村漁協は協議に基づき餌料用コンブ

の生産に取り組む。

・ 県は、餌料用コンブの生産及びウニ漁場へ給餌について、技術的指導を行う。

〇 地域水産物のＰＲ活動の強化 

ア ＳＮＳを活用したＰＲ活動の実施

・ ＰＲ協議会は、前年度見直した情報発信方法の検証を実施し、漁業生産現場や水産物、

水産加工品の情報を発信力の強化に取り組む。

・ 県は、ＰＲ活動に要する経費を支援するほか、情報発信力の強化を支援する。

〇 新規漁業就業者の確保 

ア 漁業就業に向けた機運醸成

・ 県及び漁協は、前年度見直しした漁業体験の内容について、検証を行い、地域漁業への

就業意欲醸成に向けた取組を強化する。

・ 県漁連は、漁協と連携し、引き続き、全国漁業就業フェアでの地域漁業を紹介する。

・ 各市町村は、県及び各漁協等と連携し、新規漁業就業者の協議会を開催し、取組状況の

確認及び課題を整理のうえ、相談体制の構築を図る。

イ 新規漁業就業者の受入強化

・ 各漁協は、県及び各市町村等と連携し、新規漁業就業者の意向を踏まえ、受入体制の強

化を図る。

・ 県は、県北地区漁業担い手対策協議会を開催し、地域内外の新規就業者受入支援策及び

地域内の遊休資材の確保状況を共有する。

〇 中核的担い手の育成 

ア 漁業生産の効率化の取組支援

・ 各漁協は、所属する漁業者に事業を周知し、事業要望を集約する。

・ 県漁連は、引き続き、漁業者の低燃費型エンジンや自動選別機等の導入を支援する。

活用する支

援措置 

漁業経営セーフティーネット構築事業 

水産業競争力強化緊急事業 

水産業競争力強化緊急施設整備事業 

経営体育成総合支援事業 

競争力強化型機器等導入緊急対策事業 

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業 

浜の担い手漁船リース事業 

水産業競争力強化金融支援事業 

(5) 関係機関との連携

プランの取組を確実に実施し、最大限の効果が得られるようにするため、水産庁、他水産関係団体、その他

の研究機関等から指導と協力を得る。 
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(6) 他産業との連携

観光業、農業及び商工業等と連携を図り、地元イベント等において協力しながら地場産品のＰＲ活動や販売

促進活動を展開し、九戸地区の認知度向上と活性化を図る。  

また、地元の高等学校等と連携して、漁業体験・実習などを通した漁業就業への促進を併せて図っていく。 

４ 成果目標 

(1) 成果目標の考え方

〇 サケふ化放流事業の連携体制構築及びふ化場機能の集約化 

① サケ資源の回復を図るためには、放流稚魚生産に必要となる種卵の確保が不可欠であることから、種卵

確保数を指標とする。

② ふ化放流事業の連携体制構築やふ化場機能の集約化の最大の目的は、サケ資源の早期回復であることか

ら、サケの回帰資源尾数を指標とする（定置網捕獲尾数及び河川溯上尾数）。

〇 漁協連携による磯焼け対策 

① 磯焼け対策として、空き施設を活用した餌料用コンブの生産を進めることから、空き施設を利用して生

産した餌料用コンブ等の給餌量を指標とする。

〇 地域水産物のＰＲ活動の強化 

① 地域水産物の知名度を向上させ、需要の回復を図るためには、広範囲かつ効果的な宣伝を行う必要があ

ることから、当該ＳＮＳの閲覧者数を指標とする。

〇 新規漁業就業者の確保 

① 漁業就業に向けた機運醸成や漁業就業者支援フェアでの地域漁業の紹介により新規漁業就業者の確保

に取り組むことから、新規漁業就業者数を指標とする。 

〇 中核的担い手の育成 

① 業経営の効率化、所得向上に向け、省力化機器等の導入を支援することから、中核的漁業経営体（販売

金額1,000万円以上の漁業経営体）数を指標とする。

(2) 成果目標

サケふ化放流事業の連携体

制構築及びふ化場機能の集

約化 

種卵確保数 
基準年 令和４年度：15,804千粒  

目標年 令和９年度：26,150千粒 

回帰尾数 
基準年 令和４年度：84,398尾 

目標年 令和９年度：456,000尾 

漁協連携による磯焼け対策 餌料海藻の給餌量 
基準年 令和４年度：1,353.1ｔ 

目標年 令和９年度：1,488.5ｔ 

地域水産物のＰＲ活動の強

化 
ＳＮＳ閲覧者数 

基準年 令和３年度：2,627人 

目標年 令和９年度：10,000人 

新規漁業就業者の確保 新規漁業就業者数 
基準年 令和３年度：12人 

目標年 令和９年度：13人 

中核的担い手の育成 中核的漁業経営体数 
基準年 令和３年度：22人 

目標年 令和９年度：28人 
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(3) 上記の算出方法及びその妥当性

〇 サケ種卵確保数 

(1) 現状    （単位：千粒） 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

有家川ふ化場 8,728 2,995 5,650 1,815 803 

久慈川ふ化場 39,258 20,959 23,637 4,719 3,854 

安家川ふ化場 73,239 44,793 26,940 15,312 10,546 

普代川ふ化場 4,831 1,794 6,565 1,040 601 

計 126,056 70,723 62,793 22,886 15,804 
（岩手県さけ・ます増殖協会まとめ） 

(2) 目標

成果目標は、回帰資源が減少する中でも確実な種卵確保を目指すため、地域放流尾数 22,800 千尾の生

産に必要な種卵数 26,150千粒の確保を目指す。 

〇 サケ回帰尾数 

(1) 現状 （単位：尾） 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

定置網捕獲尾数 1,301,665 342,601 199,913 63,069 72,923 

河川捕獲尾数 116,231 30,017 14,519 3,372 11,475 

計 1,417,896 372,618 214,432 66,441 84,398 
（岩手県まとめ） 

(2) 目標

放流稚魚の大型化により、回帰率２％までの回復を目指していることから、456,000尾（22,800千尾×

0.02）の捕獲を目指す（回帰尾数を捕獲尾数とみなす。）。 

〇 餌料海藻確保量 

(1) 現状 （単位：トン） 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 

餌料海藻確保量 1,539.4 474.8 1,353.1 
（岩手県漁連まとめ） 

(2) 目標

磯焼けの進行に対応するため、現状値よりも１割多い 1,488.5トンを目指す。

〇 ＳＮＳ閲覧者数 

(1) 現状 （単位：人） 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 

PR協議会 SNS閲覧者数 ─ 2,627人 集計中 

※ 令和２年度は HPの閲覧者数

(2) 目標

インフルエンサーによる情報発信や内容の充実化により、10,000人の閲覧者数を目指す。
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〇 新規漁業就業数 

(1) 現状 （単位：人） 

平成 29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

洋野町 3 8 6 1 4 

久慈市 3 2 1 2 2 

野田村 0 1 0 1 1 

普代村 2 0 2 1 5 

計 8 11 9 5 12 
（岩手県まとめ） 

(2) 目標

各市町村単位で設立されている新規漁業就業者の協議会及びいわて水産アカデミーとの連携を強化し、

毎年、現状12人よりも１人多い、13人の確保を目指す。 

〇 中核的漁業経営体数 

(1) 現状 （単位：人） 

平成 29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

洋野町 13 13 14 10 11 

久慈市 15 9 13 11 7 

野田村 7 13 11 3 1 

普代村 30 27 2 2 3 

計 65 62 40 26 22 
（岩手県まとめ） 

(2) 目標

漁業生産の効率化、経営規模の拡大及び生産物の付加価値向上を進め、現状の 22 人から毎年１人ずつ

増加させることを目指す。 

５ 関連施策 

活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事業名 事業内容及び浜の活力再生広域プランとの関連性 

広域浜プラン緊急対策事業(広域

浜プラン実証調査) 

策定した広域浜プランにおける他産業との連携を促進するための実証調

査支援 

競争力強化型機器等導入緊急対

策事業 

意欲ある漁業者がコスト競争に耐えうる操業体制を確立するための漁業

用機器等の導入を推進 

水産業競争力強化漁船導入緊急

支援事業 

中核的漁業者として位置づけられた者が、競争力強化の取組を実践する

ために必要な漁船の導入を推進 

水産業競争力強化金融支援事業 漁船の建造・取得・改修・漁業用機器等の導入を図る漁業者が借り入れる

資金に対する支援 

水産業競争力強化緊急施設整備

事業 

集約化・効率化を図ったふ化揚施設等の整備を推進 
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水産業競争力強化漁港機能増進

事業 

操業の安全性の向上及び就労環境の改善に係る漁港施設の整備 

経営体育成総合支援事業 意欲ある新規漁業就業者を確保するための長期研修や技術習得等の支援 
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